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中部地方整備局

【Ⅰ－１．社会経済情勢の変化】

（１）社会全般の変化

人口減少・少子高齢化の進行

在留外国人数の増加

デジタル社会の急速な進展

カーボンニュートラルへの対応

東京一極集中の継続

訪日外国人の増加

エネルギー・食料の需給を巡るリスクの顕在化

（２）生活の変化

働き方の変化（テレワークの浸透)

ライフスタイルの変化

（３）産業の変化

新興国の成長による国際競争の激化

労働や産業の質の変化（AI、ビッグデータによる高付加価値化、産業構造の変化）

（４）災害リスクの変化

南海トラフ地震の切迫

首都直下地震

洪水・土砂災害の激甚化・頻発化

インフラの老朽化

【Ⅰ－２．中部の特性】

（１）中部圏の強み

日本のまんなか

充実した交通インフラネットワーク

豊かな自然環境

固有の歴史・文化

経済と食を支える基盤産業

ゆとりある生活環境

（２）中部圏の課題

災害リスク

地方の生活環境の維持（地域交通）

若者・女性への訴求力
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中部地方整備局

【Ⅰ－１．社会経済情勢の変化】

１．社会全般の変化
２．生活の変化
３．産業の変化
４．災害リスクの変化
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中部地方整備局

• 日本の総人口は2015年の1億2,709万人から2050年の1億192万人に減少する見通し。
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■わが国における人口と高齢化率の推移

元出典：総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29 年推計）」をもとに、国土交通省国土政策局作成
出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

人口減少・少子高齢化の進行



中部地方整備局

• 我が国の65歳以上人口は1970年では7.1％に対して、2050年では37.7％となっており、約30ポイント増加する。

• 我が国の若年人口は1970年では24.0％に対して、2050年では10.6％となっており、約14ポイント減少する。

4

■1970年と2050年の年齢別構成

元出典：1970年は総務省「国勢調査」 、2050年は国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計（平成29年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果
出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

人口減少・少子高齢化の進行



中部地方整備局

• 2050年には全国の居住地域の51％において、人口が50％以上減少し、18.7％は無居住化。

• 人口規模が小さい市区町村ほど人口減少率が高い。
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■人口増減割合別の地点数（１ｋｍメッシュベース）

元出典：総務省「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」等より、国土交通省国土政策局作成。
出典：国土交通省「国土の長期展望 最終とりまとめ 参考資料」

人口減少・少子高齢化の進行

■将来の人口増減状況（1kmメッシュベース、全国図）

■市区町村の人口規模別の人口減少率



中部地方整備局

・2015年と2045年の中部圏の人口を比較すると全人口は14.4％減少、生産年齢人口は26.4％減少するが、いずれも全国の減
少幅より小さい。

■年齢区分別将来推計人口

出典：国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」より作成
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全国 中部

1,595 1,507 1,407 1,321 1,246 1,194 1,138 1,077 1,012 951

7,728 7,406 7,170 6,875 6,494 5,978 5,584 5,275 5,028 4,793

3,387 3,619 3,677 3,716 3,782
3,921 3,919 3,841 3,704 3,540

12,709 12,532 12,254 11,913 11,522 11,092 10,642 10,192 9,744 9,284

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（万人）

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

実績値 推計値

228 211 192 176 167 160 150

1,031 994 965 927 872 800 759

452 477 481 485
494

513 535

1,713 1,690 1,653 1,608 1,557 1,502 1,467

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

（万人）

老年人口（65歳以上） 生産年齢人口（15～64歳） 年少人口 （0～14歳）

実績値 推計値

2045年における2015比
○全人口 -16.3％
○生産年齢人口 -27.7％

2045年における2015比
○全人口 -14.4％
○生産年齢人口 -26.4％

人口減少・少子高齢化の進行



中部地方整備局

• 2015年と2050年の中部圏の居住地域に占める少子高齢化地域の割合を比較すると24％から44%に増加するが、全国の増加
幅より小さい。
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■少子高齢化地域のメッシュ分布

出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料より作成

人口減少・少子高齢化の進行

全国（33%→56%）

中部（24%→44%）



中部地方整備局

• 全国の在留外国人数は、リーマンショックや東日本大震災の影響で一時的に減少した時期を除き、増加傾向で推移する。
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■在留外国人数の推移

元出典：法務省「在留外国人統計」、総務省「人口推計」（国勢調査実施年は国勢調査人口による）より作成
出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

在留外国人数の増加



中部地方整備局

・各都道府県別の在留外国人数を見ると、上位6都府県で、全体の約6割を占める。
・中部圏の在留外国人数が人口に占める割合をみると、愛知県、三重県、岐阜県、静岡県では全国平均2.1%を上回る。
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■都道府県別の在留外国人数（2019年）

在留外国人数の増加

元出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（平成31年１月１日現在）より国土交通省作成
出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料をもとに作成



中部地方整備局

• IoT、５G、AI等のデジタル技術が革新的に向上し、混雑状況のモニタリングや自動運転・配送ロボットなどの様々なサービス
へ急速に展開されている。

■まちづくりに活躍が期待される新技術

出典：国土交通省「デジタル化の急速な進展やニューノーマルに対応した都市政策のあり方検討会」中間とりまとめ 参考資料（令和3年4月6日）

デジタル社会の急速な進展
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中部地方整備局

• 就業者に占めるＩＴ人材の割合は、都道府県別にみると、1都3県（埼玉、千葉、東京、神奈川）が高い。

• 特別区・政令市別にみると、中部圏内の静岡市、浜松市、名古屋市は首都圏の都市に比べて低い。
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出典：国土交通省「国土の長期展」最終とりまとめ参考資料

デジタル社会の急速な進展

■就業者に占めるＩＴ人材の割合（都道府県別） ■就業者に占めるIT人材の割合（居住市区別）



中部地方整備局

• 2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「2050年カーボンニュートラル」の実現に向けて、2030年度までに
温室効果ガスを2013年度から46％削減。
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■2050年カーボンニュートラルの実現

元出典：経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（概要資料）（2021年6月）
出典：国土交通省「国土審議会第９回計画部会（資料２－２）」

カーボンニュートラルへの対応



中部地方整備局

• 製造業の都道府県別電力消費量の上位10都府県に愛知県、静岡県、三重県が含まれる。

■都道府県別の製造業における電力消費量上位10位

出典：経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計（2019年度暫定値）」より作成

カーボンニュートラルへの対応
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※製造業：食品飲料製造業、繊維工業、木製品・家具他工業、パルプ・紙・紙加工品製造、印刷・同関連業、化学工業（含石
油石炭製品)、プラスチック･ゴム･皮革製品製造業、窯業･土石製品製造業、鉄鋼･非鉄･金属製品製造業、機械製造業、他製造業
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中部地方整備局
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• 東京圏への転入超過傾向は概ね継続している。

• 2010年以降、名古屋圏では転入と転出が概ね均衡している。

■東京圏への転入超過の推移

出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

東京一極集中の継続



中部地方整備局
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• 東京圏の年齢階層別転入超過数の内訳をみると、2019年では15歳から29歳が約9割を占める。

■東京圏の年齢階層別転入超過数（2010～2019年）

元出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 より、日本人移動者を抽出して国土交通省国土政策局作成
出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

東京一極集中の継続



中部地方整備局

• 資本金10億円以上の企業数の地域別のシェアは、 1990年代以降の推移をみると、東京圏のシェアが上昇傾向にあり、名古
屋圏のシェアは約6%で横ばいである。
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■大企業の東京圏集中の状況

出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

東京一極集中の継続



中部地方整備局

• 全国の訪日外国人旅行者数は、 2012年から2019年までの7年間で3.8倍に急増した。

• 中部圏の訪日外国人延べ宿泊数は平成23年から令和元年で急増しているが、割合では平成23年以降7.9～9.7％で横ばい。
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■訪日外国人旅行者数の推移（全国） ■訪日外国人延べ宿泊者数（中部圏）

出典：中部地方整備局「中部圏広域地方計画の推進について令和３年度の取組（令和４年６月）」

訪日外国人の増加



中部地方整備局

• 訪日外国人旅行者数の内訳は、全国では東アジアが約6割を占め、中部圏では東アジアが約7割を占める。

• 全国と比べて中部5県は、中国やタイなどのアジアが多く、アメリカやイギリスなどの欧米の宿泊者は少ない。
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訪日外国人の増加

出典：国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査（2019年）」より作成

■国籍別外国人延べ宿泊者数の内訳（2019年（令和元年））

国・地域 全国 中部5県
中国 29.5% 48.8%
台湾 13.3% 12.0%
韓国 9.6% 3.9%
香港 6.9% 5.7%
タイ 3.6% 5.0%
シンガポール 2.4% 1.4%
インドネシア 1.4% 1.2%
マレーシア 1.3% 1.2%
フィリピン 1.2% 0.7%
ベトナム 0.8% 1.4%

その他 インド 0.6% 0.5%
アメリカ 7.2% 2.8%
カナダ 1.1% 0.5%
イギリス 2.1% 1.1%
フランス 1.5% 0.9%
ドイツ 1.1% 0.8%
イタリア 0.9% 0.5%
スペイン 0.8% 0.6%
ロシア 0.5% 0.2%
オーストラリア 3.0% 2.1%
その他 9.2% 6.0%
国籍不詳 2.1% 2.5%

エリア

アジア

東アジア

東南
アジア

北米

欧州欧米豪



中部地方整備局

• 日本のエネルギー自給率は、2012年以降徐々に上昇傾向にあるが、2020年では約1割程度にとどまる。
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■日本のエネルギー自給率

エネルギー・食料需給を巡るリスクの顕在化

(注１)IEAは原子力を一次エネルギー自給率に含めている。
(注２)エネルギー自給率(％)＝国内生産量/一次エネルギー供給×100。
原出典：IEA「Energy Balances of OECD Countries 2013 Edition」

出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書2021」より作成
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中部地方整備局

• 2050年の世界の食料需要量は2010年比で1.7倍に増加する。

• 北米、中南米、オセアニア、欧州など、生産量・純輸出量が増加する地域がある一方、アフリカ、中東など、人口増加等により
需要量の増加が生産量を上回り、純輸入量が大幅に増加する地域がある。
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元出典：令和元年９月農林水産省大臣官房政策課食料安全保障室「2050年における世界の食料需給見通し」
出典：国土形成計画（全国計画）中間取りまとめ参考資料

エネルギー・食料需給を巡るリスクの顕在化

■世界全体の品目別食料需要量と穀物生産量の見通し



中部地方整備局

• 国内の食料自給率は、1965年以降減少傾向にあり、2020年では生産額ベースで67％、カロリーベースで37％である。
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■我が国の食料自給率（%：生産額ベース・カロリーベース）

元出典：農林水産省「食料需給表」より国土政策局作成
出典：国土形成計画（全国計画）中間取りまとめ

エネルギー・食料需給を巡るリスクの顕在化



中部地方整備局

• 食料自給率は、カロリーベースでは全国平均は37、生産額ベースでは全国平均は66を示す。

• カロリーベースでは、岐阜県・静岡県・愛知県、生産額ベースでは岐阜県・静岡県・愛知県・三重県が全国平均を下回ってい
る。
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■食料自給率（カロリーベース） ■食料自給率（生産額ベース）

出典：農林水産省「平成30年度都道府県別食料自給率について」より国土政策局作成
出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

エネルギー・食料需給を巡るリスクの顕在化



中部地方整備局

【Ⅰ－１．社会経済情勢の変化】

１．社会全般の変化
２．生活の変化
３．産業の変化
４．災害リスクの変化
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中部地方整備局

• 地域別のテレワーカーの割合は、首都圏と近畿圏が高く、中京圏の割合23％は全国の平均値27％より低い。
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■雇用型テレワーカーの割合

出典：国土交通省「令和３年度テレワーク人口実態調査－調査結果（概要）－（令和４年３月）」

働き方の変化（テレワークの浸透）

首都圏： 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

中京圏： 愛知県、岐阜県、三重県

近畿圏： 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

地方都市圏： 上記以外の道県



中部地方整備局

• 雇用型就業者のうち既に転居済みの人が転居した理由は、「広い住宅で暮らすため」と回答した人が約4割と最も高い。

• また、転居意向がある人が転居を希望する理由は「広い住宅」、「生活費の抑制」、「健康的な暮らし」、「趣味や余生の充実」
の順で高い。

25

■雇用型就業者が転居した理由、転居を希望する理由

働き方の変化（テレワークの浸透）

出典：国土交通省「令和３年度テレワーク人口実態調査－調査結果（概要）－（令和４年３月）」



中部地方整備局

• 新型コロナウイルス感染症の流行により、テレワークやオンライン化といったデジタル技術が革新的に普及し、ライフスタイル
への意識が変化。

• 東京圏在住の地方移住に関心がある人は、「テレワークにより地方でも同様に働けること」や「買い物・教育・医療等がオンラ
インによって同様にできる」ことが地方移住の関心の理由となっている。

26

ライフスタイルの変化

出典：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（2020年12月）より作成

■東京圏在住で地方移住に関心がある人の「地方移住への関心理由」



中部地方整備局

• 新型コロナ感染症の影響下において、地方移住への関心は年代別では20歳・30歳で20％以上を示す。

• 20代を地域別にみると、東京都23区居住者の地方移住への関心が高い。

27

■今回の感染症の影響下における地方移住への関心の変化

出典：国土交通省「企業等の東京一極集中に関する懇談会 とりまとめ（参考資料）」（2021年）

ライフスタイルの変化



中部地方整備局

• 新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、二地域居住をはじめとした地方暮らしへの関心やニーズ、機運が高まっている。
これに加えて、テレワークの導入等が急速に進み、労働環境が整いつつある。

28

■二地域居住の背景と必要性

出典：国土交通省国土政策局地方振興課「二地域居住等関連施策のご紹介」令和３年３月９日

ライフスタイルの変化



中部地方整備局

• 遠隔医療が拡大しており、令和2年10月末時点では、全医療機関数のうち約1.6万機関（約15％）が電話・オンライン診療を実
施できる体制があるとして登録している。

• 遠隔医療に実施できる体制がある医療機関数が、令和2年4月から徐々に増加している。

29

■遠隔医療の拡大

出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

ライフスタイルの変化



中部地方整備局

• 70歳以上まで働ける企業数は2015年（平成27年）では約5,000社であるが、2020年（令和2年）では約8,000社と増加している。

• 全国に対する中部圏割合は低下している。

30

■70歳以上まで働ける企業数

出典：中部5県の各労働局の「高年齢者の雇用状況」をもとに中部地方整備局作成

ライフスタイルの変化
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中部地方整備局

【Ⅰ－１．社会経済情勢の変化】

１．社会全般の変化
２．生活の変化
３．産業の変化
４．災害リスクの変化

31



中部地方整備局

• 世界各国のGDPは、これまで世界経済をけん引してきた先進国を新興国が上回ることが予測されている。

• 1995年を基準とし、2050年までのGDPの変化の見通しをみると、日本が1.7倍に対し、中国は18倍、インドは25倍となっている
など、日本の相対的地位の低下が懸念される。

32

■主要国のGDPの変化（USドル）

出典：国土交通省「国土の長期展望」専門委員会（第8回）配付資料 参考資料１

新興国の成長による国際競争の激化



中部地方整備局

• 欧州諸国の首都は地方と比べてGDP成長率が高い。

• 東京都や大阪府の成長率は、関東や近畿など広域の成長率より低いが、愛知県の成長率は中部の成長率より高い。

33

■首都及び地方の成長率の国際比較

元出典：OECD.statを元に国土交通省国土政策局が作成
出典：出典：国土交通省「国土審議会第８回計画部会（資料４）」

新興国の成長による国際競争の激化



中部地方整備局

• デジタル技術の利活用能力を指標化している「世界デジタル競争力ランキング」において、日本は2016年以降20位台で推移
し、2020年では27位と評価されている。

• 日本の評価の内訳をみると、「人材」、「事業変革の機敏性」、「規制の枠組み」、「資本」の観点で非常に低い評価である。

34

■日本のデジタル競争力の国際的評価

出典：国土交通省「第23回国土審議会 配付資料 資料２－３_国土の長期展望専門委員会最終とりまとめ参考資料 」（2021年7月）

新興国の成長による国際競争の激化



中部地方整備局

35

労働や産業の質の変化（AI、ビッグデータによる高付加価値化、産業構造の変化）

■Society5.0

• Society 5.0では、IoT、AI、ロボット等の技術の進展により、新たな価値が生まれる社会、様々なニーズに対応できる社会、必
要な情報が必要な時に提供される社会、人の可能性がひろがる社会が実現される。

出典：Society 5.0（内閣府ホームページ）



中部地方整備局

• 東京都、関東を除いて、中小企業従業者の割合が高く、中部も同様の傾向である。

• 中小企業は、大企業と比較して、ＩＴ装備率や労働生産性が低い傾向にある。

36

■地域別の中小企業の割合（従業者数ベース） ■IT装備率・労働生産性の比較（2020年度）

出典：国土交通省「国土形成計画（全国計画）中間とりまとめ」（2022年7月）

労働や産業の質の変化（AI、ビッグデータによる高付加価値化、産業構造の変化）



中部地方整備局

• 産業別就業者数の変化を見ると、製造業、卸売業・小売業、建設業等が減少し、社会保険・社会福祉・介護事業や医療業・保
健衛生が増加している。

• 賃金水準が高い「学術研究、専門・技術サービス業」は微減、「情報通信業」は微増している。

37

■マクロ経済社会の動向～日本の就業構造の変化～

出典：経済産業省「ウィズコロナ以降の今後の経済産業政策の在り方について」より作成

労働や産業の質の変化（AI、ビッグデータによる高付加価値化、産業構造の変化）



中部地方整備局

【Ⅰ－１．社会経済情勢の変化】

１．社会全般の変化
２．生活の変化
３．産業の変化
４．災害リスクの変化
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中部地方整備局

• 政府の地震調査研究推進本部によれば、南海トラフで今後30年以内にM7～８クラスの地震が発生する確率は70～80%とされ
ている。

出典：国立研究開発法人 防災科学技術研究所「J-SHIS地震ハザードステーション 2020年版 全ての地震 平均ケース」 39

■2020年から30年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率の分布と南海トラフ巨大地震

南海トラフ地震の切迫



中部地方整備局

• 南海トラフ地震では、中部圏では、三重県、愛知県、静岡県の一部で震度7となる可能性がある。

• 静岡県、愛知県、三重県のほぼ全域で震度６弱以上の強い揺れになると想定されている。

40

■南海トラフ地震の震度の最大の分布

出典：内閣府「南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）」

南海トラフ地震の切迫

（注）震度推計に用いた5ケースの最大値(一つの地震でこのような震度分布が生じるものではない。)



中部地方整備局

• 南海トラフ地震では、関東地方から九州地方にかけての太平洋沿岸の広い地域に大津波が襲来するとしている。

• 特に、静岡県、三重県の沿岸部では10mを越える大津波が襲来する可能性がある。

41

■南海トラフ地震の津波高分布（一部抜粋）

出典：内閣府「南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）」

南海トラフ地震の切迫

左：東海地方が大きく被災するケース（「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定
右：九州地方が大きく被災するケース（「四国沖～九州沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定。



中部地方整備局

• 南海トラフ巨大地震では陸側ケースで171.6兆円の資産等の被害が生じるなど、甚大な被害が予測されており、特に、太平洋
側に被害が集中している。

42

■定量的な被害量

南海トラフ地震の切迫

出典：国土交通省「国土審議会第７回計画部会（資料２－１）」



中部地方整備局

• 避難者は断水の影響を受けて１週間後に最大で約880万人が発生し、避難所への避難者は１週間後に最大で約460万人と想
定される。

• １ヶ月後の段階でも約810万人の避難が続いており、長期的な対応が必要となる。

43

南海トラフ地震の切迫

出典：国土交通省「国土審議会第７回計画部会（資料２－１）」

■避難者数の推移



中部地方整備局

• 首都直下地震では都心南部直下地震の場合、47.4兆円の資産等の被害が生じるなど、東京23区をはじめ、首都圏での甚大
な被害が予想されている。

44

■定量的な被害量

出典：国土交通省「国土審議会第７回計画部会（資料２－１）」

首都直下地震



中部地方整備局

• 避難者は断水・停電の影響を受けて２週間後に最大で約720万人が発生し、避難所への避難者は２週間後に最大で約290万
人と想定される。

• １ヶ月後の段階でも約400万人の避難が続いており、長期的な対応が必要となる。

45

■避難者数の推移

出典：国土交通省「国土審議会第７回計画部会（資料２－１）」

首都直下地震



中部地方整備局

• 自然災害は近年、毎年のように全国各地で頻発。

• 集中豪雨の年間発生回数や土砂災害の発生回数は近年増加傾向にあり、自然災害が激甚化・頻発化している。

46

■自然災害の激甚化・頻発化

出典：中部地方整備局「第1回中部圏長期ビジョン検討会」

洪水・土砂災害の激甚化・頻発化



中部地方整備局

• 高度経済成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について建設後50年以上経過する施設数が加
速度的に上昇する。

• 施設の機能や性能に不具合が生じてから対策を行う「事後保全」から、不具合が発生する前に対策を行う「予防保全」へ転換
し、持続的・効率的に実施していくための財源確保が課題。

47

■社会資本の老朽化

元出典：第４３回社会資本整備審議会計画部会資料（令和元年11月21日）より国土政策局作成
出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料

インフラの老朽化



中部地方整備局

48

【Ⅰ－２．中部の特性】
１．中部圏の強み
２．中部圏の課題



中部地方整備局

• 中部圏の陸路物流量は、圏域外との物流は首都圏に次いで多く、圏域内々の物流は、首都圏、東北圏に次いで多い。

49

■物流の中心を担う中部圏

出典：国土交通省「貨物地域流動調査（2020年度）」より作成

日本のまんなか

※陸路（自動車、鉄道）を集計。
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中部地方整備局

• 鉄道による全国の広域的な旅客純流動のうち、62.0%が中部圏に関わるものとなっている。

50

■中部圏を介する旅客純流動（鉄道交通）

出典：国土交通省「旅客地域流動調査（2020年度）」より作成

日本のまんなか
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中部地方整備局

• 中部圏は、新東名・新名神高速道路、東名・名神高速道路、中央自動車道や東海道新幹線などの東西軸と、東海北陸自動
車道、三遠南信自動車道、中部横断自動車道などの南北軸の交通インフラが交わっている。

• 環状道路については、名古屋環状２号線が2021年に全線開通し、東海環状自動車道も2026年度の全線開通を目指し整備が
進められている。

51

■中部地方の道路ネットワーク

出典：中部地方整備局作成（令和3年11月現在）

充実した交通インフラネットワーク



中部地方整備局

• リニア中央新幹線の東京・名古屋間の開業により、東京と名古屋が40分で結ばれ、さらに大阪までの全線開業で三大都市圏
が約１時間で結ばれ、リニア各駅から2時間圏が拡大する。

52

■リニア各駅からの１時間、２時間圏の変化

充実した交通インフラネットワーク

中津川市（人口万人）

1時間圏 653 ⇒ 2,693

2時間圏 1,520 ⇒ 7,941

飯田市（人口万人）

1時間圏 84 ⇒ 3,282

2時間圏 1,359 ⇒ 8,014

名古屋市（人口万人）

1時間圏 1,998 ⇒ 4,979

2時間圏 5,190 ⇒ 8,347

元出典：NITAS（Version2.4） （平成27年3月時点）を用いて国土交通省国土政策局作成
出典：国土交通省「スーパー・メガリージョン構想検討会」最終とりまとめ参考資料より作成



中部地方整備局

• リニア中央新幹線の東京・名古屋間の開業後、名古屋駅を中心とした2時間圏人口が東京・大阪よりも大きくなる。

■リニア中央新幹線の大阪開業時の時間圏（名古屋駅発）

出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

充実した交通インフラネットワーク

・名古屋駅を起点とした鉄道と道路でアクセスできる時間圏
・鉄道または道路で到達可能な3次メッシュ（約1km四方）の人口を集計
・リニア・鉄道から自動車への乗換えはリニア駅と東海道・山陽新幹線の “のぞみ”と
“ひかり”の停車駅のみ考慮した。
・乗換時間（最終降車駅から自動車、リニアと在来線または自動車）は各10分と設定。
・人口は国土数値情報 1kmメッシュ別将来推計人口（H30国政局推計）に基づく。

■60分圏
■120分圏
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中部地方整備局

中部山岳国立公園

国営木曽三川公園

飛騨木曽川国定公園

愛知高原国定公園

八ヶ岳中信高原国定公園

伊勢志摩国立公園

富士箱根伊豆国立公園

天竜奥三河国定公園

• 中部圏内には国立・国定・国営公園が各地に点在し、豊かな自然環境が広がっている。

■中部が有する豊富な自然環境

出典：写真ACの写真を使用し、中部地方整備局作成

豊かな自然環境
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中部地方整備局

• 中部圏には、伝統文化や古いまちなみを有しており、多様な歴史文化を醸し出している。

日本人の総氏神
伊勢神宮（内宮）
（三重県伊勢市）

国選定重要伝統的建造物群保存地区
高山の古い町並
（岐阜県高山市）

■まちなみなど多様な歴史文化を醸し出す景観

固有の歴史・文化

国の重要無形民俗文化財
長良川鵜飼

（岐阜県岐阜市・関市）

国選定重要伝統的建造物群保存地区
妻籠宿

（長野県南木曽町）

ユネスコ無形文化遺産
犬山祭り

（愛知県犬山市）

世界文化遺産
熊野古道

（三重県熊野市）
55

世界文化遺産
三保の松原

（静岡県静岡市）

世界文化遺産
白川郷・五箇山の合掌づくり集落

（岐阜県白川村）

出典：写真ACの写真を使用し、中部地方整備局作成



中部地方整備局

・名古屋圏は、世界の主要な都市圏と比較して、製造・建設業のシェアが極めて高い産業構造になっている。

56出典：国土交通省「国土審議会第８回計画部会 配布資料【資料4】大都市リノベーション」（2022年）より作成

経済と食を支える基盤産業

■各主要都市圏の産業構造の比較



中部地方整備局

• 中部圏の製造品出荷額等は87.9兆円で我が国全体の27％を占めている。

• そのうち、自動車関連産業の製造出荷額は33.6兆円で我が国全体の67%を占めている。
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■中部圏の製造品出荷額等

出典：経済産業省「2020年工業統計調査（2019年実績）」より作成

経済と食を支える基盤産業

中部圏

87.9 兆円

27%

その他地域

234.7 兆円

73%

全国計 322.5 兆円

中部圏

33.6 兆円

67%

その他地域

16.4 兆円

33%

全国計49.9兆円

■自動車関連の製造品出荷額等のシェア

※岐阜県の自動車車体・附随車製造業は秘匿値のため中部圏に含めていない。



中部地方整備局

• 2011年以降の全国の製造品出荷額等に対する中部圏の割合は、漸増傾向となっている。
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■中部圏の製造品出荷額等の推移

出典：経済産業省「工業統計調査」より作成

経済と食を支える基盤産業
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中部地方整備局

• 名古屋港をみると、貿易額は東京港に次いで大きく、貿易黒字額は最も大きい。
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■港湾の貿易額

出典：名古屋税関「令和2年分全国港別貿易額順位表（確々報）」より作成

経済と食を支える基盤産業

名古屋

14.7 兆円

三河

2.7 兆円

東京

16.2 兆円

横浜

9.9 兆円

川崎

2.7 兆円
大阪

8.3 兆円

神戸

7.9 兆円

博多

3.8 兆円

千葉

3.1 兆円

清水

2.6 兆円

四日市

1.8 兆円

愛知県

神奈川県

大阪府

東京都
千葉県

兵庫県

福岡県

.6

6.1

-5.8

5.8

4.9

3.8

-15 -10 -5 5 10

全国

名古屋

東京

横浜

神戸

大阪

（兆円）

■五大港の貿易黒字額の比較

出典：名古屋港管理組合「名古屋港統計年報（令和2年）」より作成



中部地方整備局

• 中部圏の農業産出額は、愛知県と長野県が上位に位置する。

60

■都道府県別の農業産出額

出典：農林水産省「令和２年農業産出額及び生産農業所得（都道府県別）（第一報）」より作成

経済と食を支える基盤産業

127

48 44
39

34 33 33
29 28 27 27 25 25 25 21 20 19 19 19 17 15 15 14 12 12 12 12 11 11 11 10 10 10 9 8 8 7 6 6 6 6 6 5 5 4 3 2

0

20

40

60

80

100

120

140

北
海
道

鹿
児
島

茨
城
千
葉
熊
本
宮
崎
青
森
愛
知
栃
木
岩
手
長
野
新
潟
山
形
群
馬
福
島
福
岡
宮
城
秋
田
静
岡
埼
玉
長
崎
兵
庫
岡
山
愛
媛
佐
賀
大
分
広
島
高
知
和
歌
山

岐
阜
三
重
山
梨
徳
島
沖
縄
香
川
鳥
取
神
奈
川

京
都
富
山
島
根
滋
賀
山
口
石
川
福
井
奈
良
大
阪
東
京

100億円



中部地方整備局

• 一住宅当たりの延べ面積は、すべての距離帯で名古屋圏が最も大きい。

• 通勤時間1時間未満の住宅割合は、すべての距離帯で名古屋圏が最も大きい。
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■都心からの距離別一住宅当たり延べ面積

出典：総務省「平成30年住宅・土地統計調査確報集計」より作成

ゆとりある生活環境
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■都心からの距離別通勤時間1時間未満の比率



中部地方整備局

• 中部圏の一人あたりの都市公園の面積は、首都圏や近畿圏と比べて大きい。
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■一人当たり都市公園等整備現況

出典：国土交通省「都市公園データベース」、総務省統計局「人口推計（2019年（令和元年）10月1日現在）」より作成

ゆとりある生活環境

（都道府県別） （圏域別）
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• 中部圏の合計特殊出生率は、首都圏や近畿圏および全国平均を上回る。
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■合計特殊出生率の年次推移

出典：厚生労働省「人口動態統計年報」より作成

ゆとりある生活環境



中部地方整備局

64

【Ⅰ－２．中部の特性】
１．中部圏の強み
２．中部圏の課題



中部地方整備局

• 南海トラフ地震では、沿岸部を中心に甚大な地震被害、津波被害が危惧されている。

• 中部圏の被害は、最大の想定死者数約32万人のうち約５割、直接被害約170兆円のうち約４割と見込まれている。
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■各都府県で死者数が最大となるケースの死者内訳

災害リスク

静岡県
33.7%

三重県
13.3%

愛知県
7.1%

岐阜県
0.1%

長野県
0.0%

その他地域

45.7%
人的被害

（死者数）

約323,000人

中部圏

54.3％

愛知県
17.7%

静岡県
11.4%

三重県
9.7%

岐阜県
0.7%長野県

0.3%

その他地域
60.2% 被害総額

約170兆円

中部圏

39.8％

■直接被害額

出典：【左図】内閣府中央防災会議防災対策推進検討会議「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第一次報
告）（平成２４年８月２９日発表） 南海トラフ巨大地震の被害想定について 東海地方が大きく被災するケース 死者数（地震動：陸側ケース、津波ケース①、冬深夜、⾵
速 8m/s、早期避難率低）」より作成【右図】中部地方整備局「北陸圏・中部圏広域地方計画合同協議会（平成 27 年 11 月）」資料より作成



中部地方整備局

ゼロメートル地帯の面積・人口

• 中部圏では、日本有数の大河川である木曽川、長良川、揖斐川が流れ込んでいる。

• 中部圏のゼロメートル地帯の面積は、首都圏や近畿圏の２倍を超えている。
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災害リスク

■急流河川を有する中部

出典：国土交通省中部地方整備局「H29年度中部の河川関係事業」

■濃尾平野におけるゼロメートル地帯

出典：内閣府「平成30年版 防災白書」、国土地理院ウェブサイト
（https://www.gsi.go.jp/kankyochiri/degitalelevationmap_chubu.html）より作成

名古屋市
豊田市

岡崎市
四日市市

大垣市

岐阜市

一宮市

桑名市

鈴鹿市

濃尾平野

首都圏 中部圏 近畿圏

面積 116km2 336km2 124km2

人口 176万人 90万人 138万人



中部地方整備局

• 地域鉄道の輸送人員については1991年度をピークに、2002年度まで逓減傾向。その後わずかに増加傾向にある。

• 地域鉄道の事業者のうち、約７割が赤字となっており、廃止路線延長は327kmに及ぶ。

• トンネルや橋りょうの経過年数が長いものが多く存在し、大規模修繕・更新が課題となっている。
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地方の生活環境の維持（地域交通）

出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料



中部地方整備局

• バスの輸送人員は都市部では近年緩やかな増加傾向がみられるが、地方部は依然として減少傾向である。

• 路線バス事業者のうち、全国の約７割が赤字となっており、廃止路線延長は13,249kmに及ぶ。
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地方の生活環境の維持（地域交通）

出典：国土交通省「国土の長期展望」最終とりまとめ参考資料



中部地方整備局

• 中部圏の乗合バス走行キロは、長野県では増加の動きがみられるものの、中部圏全体としては減少傾向にある。
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■中部圏の乗合バス走行キロ

出典：国土交通省「数字で見る自動車2021」「数字でみる中部の運輸2021」「北陸信越交通・運輸統計年鑑」より作成

地方の生活環境の維持（地域交通）
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• 名古屋圏の東京圏への流出者数は、名古屋圏への流入数を大きく上回っており、拡大傾向にある。

• 年代別にみると、特に20代の流出の割合が突出している。
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■名古屋圏における東京圏との流出入の状況（合計）

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」より作成

若者・女性への訴求力

※1999年からの時系列図は外国人を含まず、年齢別・男女別は
外国人を含むため、合計が一致しない。

名古屋圏：岐阜・愛知・三重
東京圏：埼玉・千葉・東京・神奈川

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」より作成

■ 名古屋圏における東京圏との流出入の状況（2020年、年代別シェア）



中部地方整備局

• 大学学生数は東京圏に集中している。

• 中部圏の大学数は東京圏の4割弱、近畿圏の6割弱となっている。
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■地域別の大学学生数と大学数

元出典：文部科学省「令和元年度学校基本統計」
出典：企業等の東京一極集中に関する懇談会

若者・女性への訴求力



中部地方整備局

• 中部圏の高校を卒業した学生の進学先地域は、首都圏が約２割となっている。
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■中部圏の高校を卒業した学生の大学進学先地域別割合

出典：文部科学省「学校基本調査（令和３年度）」 出身高校の所在地より作成

若者・女性への訴求力

中部圏

63.8%

首都圏

20.1%

その他

16.1%

中部圏の高校を卒
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割の学生が首都圏

中部圏の高校を卒業
し、進学した学生の
約2割が首都圏の大学
に進学



中部地方整備局

• 若年女性が東京圏の大学に進学した理由としては、「親元・地元を離れたかったから」「学びたい学部・学科があった、学びた
い教授・講師等がいたから」が多い。
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■東京圏または愛知県の大学等に進学した理由（単一回答）

出典：愛知県「若年女性の東京圏転出入に関する意識調査結果」より作成

若者・女性への訴求力



中部地方整備局

• 就職時に東京圏を選択した理由としては、「やりたい仕事があったから」が47.6％と最も多い。
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■東京圏または愛知県の企業等に就職した理由（単一回答）

出典：愛知県「若年女性の東京圏転出入に関する意識調査結果」より作成

若者・女性への訴求力



中部地方整備局

• 日本のジェンダーギャップ指数は156か国中120位。「教育」「健康」の値は世界トップクラスだが、「政治」「経済」が低い。

• 前回と比べて、スコア、順位ともに、ほぼ横ばいとなっており、先進国の中で最低レベル、アジア諸国の中で韓国や中国、
ASEAN諸国より低い。
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■ジェンダーギャップ指数（2021）上位国及び主な国の順位

出典：「共同参画」2021年5月号（内閣府）より作成

若者・女性への訴求力

■ G７各国のジェンダーギャップ指数の比較

■ 各分野における日本のスコア

※Gender Gap Index。世界経済フォーラムが公表。男性に対する女性の割合（女
性の数値/男性の数値）を示しており、０が完全不平等、１が完全平等。
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■年齢階級別労働力人口比率（2021年）

• 2021年の愛知県の労働力人口比率は、男性が74.8%、女性が55.6%とともに全国平均より高い。

• 年齢階級でみると、男性では15～64歳が全国平均を上回るが、女性は15～24歳、65歳以上の年齢層が全国平均を上回り、
一方で25～64歳は全国平均を下回る。
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■労働力人口比率

出典：愛知県「愛知県の就業状況（2019年平均）」「愛知県の就業状況（2020年平均）」 「愛知県の就業状況（2021年平均）」
総務省統計局「労働力調査 年平均（全国・地域別結果）」より作成

若者・女性への訴求力

2019年 2020年 2021年
男 愛知県 74.2% 74.5% 74.8%
全国 71.5% 71.4% 71.3%

女 愛知県 55.0% 55.1% 55.6%
全国 53.4% 53.2% 53.5%
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